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1　広域ボランティア支援本部とは何か
　  大規模な災害が発生した場合、被災地の迅速な復旧・復興には、各個人による日ごろの備え「自助」、地域での助け合い「共助」と行政による「公助」の連携が必要である。
また、最近の大規模災害においては、NPO・ボランティア等の被災地での活動が、早期の被災者の生活再建の支援として、必要不可欠なものとなっている。
そのため、被災市町村は、ボランティア活動の円滑な実施が図られるよう支援するため、被災者の支援要望（ニーズ）を把握するとともに、ボランティアの受付、調整等その受入体制を確保することを目的に、「災害ボランティアセンター」と呼ばれる活動拠点を設置する。
本県では、この災害ボランティアセンター及び被災地での円滑なボランティア活動を支援することを目的に、「広域ボランティア支援本部」（以下、「広域支援本部」という。）を設置する。
２　広域支援本部における役割分担
ア　県災害情報センターは、県地域防災計画に基づき、必要に応じて速やかに広域支援本部を設置し、「ボランティアの受入体制の整備とネットワーク化の推進等に関する協定」を締結した団体（以下、「協定団体」という。）にコーディネーターの派遣を要請するとともに、机、椅子及び電話等必要な資器材を確保する。
イ　広域支援本部の運営は、広域支援本部に配置された県災害対策本部ボランティア支援チームの県職員（以下「県職員」という。）と、協定団体から派遣されたボランティアコーディネーターが連携して行い、災害ボランティアセンターの円滑なボランティア受入体制づくりを支援する。　　　
ウ　県職員は、主に県災害対策本部との連絡調整、情報収集、記者発表、市町村等行政機関との調整・支援を行う。
· 国、県、市町村その他の防災関係機関の連絡先は資料７参照
エ　広域支援本部に派遣されたコーディネーターは、県職員及び他の関係者と連携して、県地域防災計画に基づき、主に以下の業務を行う。
（ア）災害対策本部やNPO・ボランティア等からボランティアの支援要請に関する情報を収集し、ボランティアの確保・あっせんなどの情報を提供する。

（イ）ボランティアの受入れに必要な物資等の調整を行う。

（ウ）災害時にコーディネーターを派遣することを協力するNPO・ボランティア等（以下「協力団体」という。）と連携して、コーディネーターの交替要員の確保・　あっせんを行う。

（エ）NPO・ボランティア等と連携し、必要なボランティアの確保・あっせんを行う。

（オ）必要に応じ、災害情報センター広報班を通じ、ボランティアの受入れに関する情報を報道機関に提供する。

（カ）行政機関、協力団体、NPO・ボランティア等と相互に連携し、ライフラインの復旧や仮設住宅への入居等の状況を踏まえ、適当な時期以降、被災地の自立をより一層進めるために、ボランティア活動から地元の自主的な相互扶助等への円滑な移行ができるように努める。
３　広域支援本部運営の流れ（略）
（１)　第1段階【初動期】（「広域支援本部」開設までの準備）
ア　広域支援本部設置の協議
（ア）協定団体の参集
〇　大規模災害が発生した場合の参集
地震・風水害等により大規模災害が発生し、県内の被害が甚大又は甚大となるおそれがあり、県災害対策本部が広域支援本部の設置が必要と判断した場合は、県職員から協定団体の参集連絡責任者（附属資料１ページ）へ電話等により連絡し、協定団体は県東大手庁舎１階101会議室に参集する。
なお、次の場合であって、通信回線が途絶し、連絡が取れない状況にあれば、協定団体は県職員からの連絡がなくとも参集するものとする。
地　震：県内で震度５強以上の地震が発生した場合
風水害：台風等の風水害により大規模災害が発生し、複数の災害ボランティアセンターが設置された又は設置準備を始めた場合
※参集連絡表は資料1参照　
 〇　大規模災害発生以外の事象による場合の参集
南海トラフ地震に関連する情報（臨時）が発表され、かつ県災害情報センターを開設した場合であって、広域支援本部の設置を協議する必要が生じたときは、県職員から協定団体の参集連絡責任者（資料1参照）へ電話等により連絡し、協定団体は県東大手庁舎１階101会議室に参集する。

　（イ）　県職員及び協定団体による広域支援本部設置の協議
ａ　県職員及び一定以上の協定団体が参集した場合、県災害対策本部、協定団体が収集した被害情報等から広域支援本部開設の必要性を協議する。
ｂ 上記の協議における決議は原則として、参集した協定団体の過半数をもって行う。
ｃ　協議結果については、速やかに県災害対策本部に報告し、支援本部の設置を諮る。
（参考）広域支援本部設置を判断する基準（例）
１　水害の場合：床上浸水の棟数が甚大、複数の避難所開設
２　地震の場合：全壊・半壊棟数が甚大、ライフラインの被害が甚大
３　複数の災害ボランティアセンター開設
・　県災害対策本部は、市町村の災害ボランティアセンターの設置状況を勘案して、広域支援本部の設置を判断する。
・　なお、市町村の災害ボランティアセンター設置の意向がわからない場合でも、被害が甚大な場合は、先に広域支援本部の設置を判断する。
イ　広域支援本部の設置場所
　広域支援本部は、原則、県東大手庁舎１階101会議室に設置する。
　  ※広域支援本部の設置は資料２参照
　また、大規模災害の場合で、広域支援本部の活動が長期かつ広範囲に及ぶことが予想される場合は、その他の会議室の使用について庁舎管理者（総務事務管理課企画・管理グループ、財産管理課庁舎管理グループ）と調整する。　　　　
なお、県東大手庁舎が地震等による被害により使用できない場合、県災害対策本部庶務班は、代替場所を用意する。
【広域支援本部の設置場所】
場所：県東大手庁舎１階１０１会議室
住所：名古屋市中区三の丸３－２－１
電話：０５２－９５４－６７２２，６７２３（＊開設時のみ使用可能）
ＦＡＸ：０５２－９５４－６９９３（＊開設時のみ使用可能）
ウ　広域支援本部の運営に係る事項
組織、ひと、もの、資金、情報などの体制について基本的な方針を別に定め、これに基づき運営する。
（ア）活動に必要なコーディネーターの確保
　協定団体は広域支援本部の運営に必要なコーディネーターを派遣する。協定団体で必要人数を確保できない場合は、協定団体以外の協力団体、その他のＮＰＯ・ボランティア等にコーディネーターの派遣を要請する。
（イ）広域支援本部の組織づくり
広域支援本部が効果的、効率的に活動するため、災害の規模、広域支援本部運営スタッフ数、被災地のニーズ、活動期間等を勘案し、次の組織図を基本として、簡素で、柔軟な組織体制を作る。
（組織図）
	担　当　名
	主　な　役　割

	本部長
	本部業務に関する統括を行う。


	副本部長
	本部長の業務を補佐する。


	総務担当
	広域支援本部の運営を担う。
・総務、広報等


	コーディネーター
	災害ボランティアセンター及び被災地での円滑なボランティア活動を支援



組織図・業務分担の詳細は資料３参照
（ウ）活動に必要な資器材の調達
　県災害対策本部で用意できるものは限られているので、それ以外の資器材については、レンタル、無償貸与、寄付などの調達方法を検討する。
（エ）被災状況の情報の収集
　　　　被災地域の情報は、原則、県災害情報センターから収集する。　　
（オ）被災地域でのボランティア活動に関する情報の収集
被災地域でのボランティア活動に関する情報は、災害ボランティアセンター、市町村社会福祉協議会（以下、「市町村社協」という）等から収集する。
※市町村防災担当課等、災害ボランティアセンター、市町村社協等連絡先は参考資料７参照
なお、災害の規模や種類、対応状況等により、被災地域のボランティア活動に関する情報が十分に収集できない場合は、当該地域の災害ボランティアセンター等に広域支援本部との連絡調整を行うスタッフを派遣するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（カ）災害ボランティアセンターの活動状況等の情報の発信
広域支援本部は、ＮＰＯ・ボランティア等を円滑に受け入れるため、Ｗeｂページを立ち上げ、災害ボランティアセンターの活動情報、ボランティア活動車両の通行許可等に関する情報を提供する。
（キ）災害ボランティアセンターの立ち上げ支援
被害が大きくボランティアによる支援が必要と思われる市町村で、災害ボランティアセンターが速やかに設置されない場合は、以下により支援する。
a　設置すべきと考えられる市町村の担当課及び市町村社会福祉協議会に連絡し、未設置の理由、設置に当たっての課題を確認しつつ、今後の設置スケジュールを調整する。
b　未設置にあたり、何らかの理由、課題がある場合は、その解消に向け支援する。なお、理由、課題等については、下記のような例が想定されるため、別に定める対応マニュアルにより支援するものとする。
※問い合わせマニュアルは、資料４参照
※災害ボランティアセンター、市町村社協等の連絡先は附属資料４～12ページ
（ク）広域支援本部設置の記者発表
県災害対策本部広報班と調整のうえ、広域支援本部の設置に係る記者発表を行う。なお、発表内容はＷeｂページに掲載する。
ボランティア活動への参加呼び掛け、被災者からの問い合わせ先など災害ボランティアセンターに関連する内容は記者発表前に発表事項を関係市町村と調整しておく。
※記者発表、Ｗeｂページは、資料５参照
（２）第２段階【活動期】（広域支援本部の活動）
ア　広域支援本部の1日の流れ
原則、広域支援本部の窓口は９時から17時30分までとする。
　（運営例）
８：４５　　　集合・スタッフ会議
８：５５　　　チームミーティング
９：００　　　窓口開始
　　　　　　各チームの業務実施
１７：３０　　窓口終了
１８：００　　スタッフ会議（１９：００終了）
イ　災害ボランティアセンターからの状況報告のとりまとめ及び情報発信
災害ボランティアセンターからのボランティア数、ニーズ数等の報告のとりまとめは、12時、17時の２回行い、とりまとめて毎日定時に記者発表し、併せてＷeｂページに掲載する。
※災害ボランティアセンターからの報告様式は、別添様式による。
ウ　問い合わせ対応
　　　　活動初期には、災害ボランティアセンター、ボランティア、被災者、マスコミ等からの問い合わせが殺到することから、別に定める対応マニュアルを参考に適切に対応する。
※問い合わせマニュアルは、資料4参照
エ　災害ボランティアセンターでボランティアコーディネーターが不足する場合のコーディネーターの斡旋・確保
① 近隣市町村の災害ボランティアセンター(未設置の場合は市町村又は社協)と調整し、コーディネーターを確保する。
② コーディネーターが不足している市町村の近くに拠点がある協定団体からコーディネーターを派遣する。
③ 広域支援本部の構成団体のうち、②以外の協定団体からコーディネーターを派遣する。
④全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（以下、「ＪＶＯＡＤ」という）等の県内外のＮＰＯ・ボランティア等の団体に連絡し、支援を依頼する。
⑤　災害ボランティア支援プロジェクト会議（以下、「支援Ｐ」という）に支援を要請する。
※関係機関連絡表は、資料７参照
オ　被災地で活動するボランティアが不足する場合のボランティアの斡旋・確保
1 近隣市町村の災害ボランティアセンター(未設置の場合は市町村又は社協)と調整し、ボランティアを確保する。
2 ボランティアが不足している市町村の近くに拠点がある協定団体からボランティアを派遣する。
3 協定団体のうち、②以外の協定団体からボランティアを派遣する。
4 県内外のＮＰＯ・ボランティア等の団体に対し、電話・メールで協力を要請する。
5 県・市町村職員のボランティア休暇取得によるボランティア参加を呼びかける。
6 企業にボランティア休暇取得によるボランティア参加を呼びかける。
7 県内の大学・専門学校にボランティア参加を呼びかける。
8 県教育委員会及び県学事振興課私学振興室を通じ、高校生がボランティア活動に参加できるよう公欠扱いを求める。
カ  県内外からのボランティアの受け入れについて
ボランティアが不足する場合は、ＪＶＯＡＤ等の全国的に活動するＮＰＯ・ボランティア等の団体に支援を要請して、県内外からの受入を検討する。
災害ボランティアセンターと調整し、受入態勢の整備を支援するとともに、受入を開始した災害ボランティアセンターの情報を県内外へ発信する。
キ　物資に関する調整
企業等から広域支援本部へ物資の提供の申し出があった場合、広域支援本部又は災害ボランティアセンターの活動に必要なものは受けれ、それ以外は、県災害対策本部緊急物資チームを案内する。
また、災害ボランティアセンターで必要なものは、できる限り直接現地へ配送するよう依頼する。
広域支援本部に寄せられた物資の支援要請や物資提供情報については、県災害対策本部の緊急物資プロジェクトチームと情報を共有し、連携を図る。
地域で必要な物資は地域で調達するのが基本であるが、混乱のため、地域での対応が困難な場合は、広域支援本部において調達し、配送できるよう努める。
これら物資の提供があった場合は、企業・団体等からの物資提供対応マニュアルにより対応する。
　　　　※企業・団体等からの物資提供対応マニュアルは、資料４参照
なお、東海豪雨災害時における「愛知・名古屋水害ボランティア本部」で使用した資器材は、名古屋市、（社）名古屋建設業協会及びなごや災害ボランティア連絡会による三者協定に基づき、名古屋市及び（社）名古屋建設業協会の会員会社の倉庫に保管されている。この三者協定によれば、資器材の活用に当たっては、名古屋市域内のみならず、要請があれば他地域でも活用できることとされているため、必要に応じて資器材の活用を要請するものとする。
　　　　※要請先：名古屋市市民活動推進センター
電　　　話　０５２－２２８－８０３９　
　　　　　　ファックス　０５２－２２８－８０７３
ク　情報共有会議の開催
県内外から被災地入りしているＮＰＯ・ボランティア等が、情報を共有する会議等を開催する場合は、広域支援本部は、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握し、連携のとれた支援活動を展開するため、会場の確保、広報等について積極的に協力するものとする。
（３）第３段階【撤収期】（広域支援本部の閉鎖）
ア　広域支援本部閉鎖の協議
災害ボランティアセンターの開設状況や活動状況等から、広域支援本部が支援する必要性が低いと判断される場合は、広域支援本部閉鎖の準備に入る。
　　　　県職員と協定団体は、広域支援本部の閉鎖時期について協議し、その結果を県災害対策本部に報告する。
イ　閉鎖決定及び業務の引継ぎ
　　災害対策本部は、広域支援本部からの報告に基づき、広域支援本部を閉鎖すること判断した場合は、あらかじめ関係市町村及び災害ボランティアセンターに通知のうえ、記者発表を行い、閉鎖するものとする。
なお、閉鎖に当たり、必要に応じて災害ボランティアセンター及びボランティア活動を支援する業務を県社会福祉協議会に引き継ぐものとする。
※一般に、開設より閉鎖のタイミングの方が難しいことから、被災者に不要な混乱や失望を与えないよう慎重に対処する。
（４）第４段階【整理期】（広域支援本部の閉鎖後の残務整理）
ア　残務整理・会計清算
広域支援本部閉鎖後もしばらくの間、残務処理を行う必要がある。具体的には会計の支払い事務、データ整理、資器材の回収、整理などである。
　　　
イ　資器材の管理又は処分
広域支援本部の使用した資器材については、消耗品など長期間の保管に耐えられない物は処分し、長期間の保管できるものは次回の災害に備えておく必要がある。
県の倉庫には保管するスペースがない場合は、民間倉庫に保管することも検討。
ウ　協力団体への御礼状送付
ボランティアやコーディネーターを派遣した団体、募金をいただいた団体、個人などに御礼状を送付する。
エ　反省及び報告書作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
今回の活動を次の災害時の教訓に生かせるよう、広域支援本部、市町村災害ボランティアセンターで活動した者が意見を出し合い、活動の評価・課題を検討する場を持つとともに、活動内容や検討内容を、記録し、報告書を作成する。
【様式】市町村災害ボランティアセンター活動状況報告書
（参考資料）
資料１　愛知県広域ボランティア支援本部参集連絡表
　○ボランティアの受入体制の整備とネットワーク化の推進等に関する協定書
資料２　開設マニュアル（フロー）
〇広域ボランティア支援本部資器材チェックリスト
資料３　組織図・役割分担
資料４　問い合わせ対応マニュアル
○災害ボランティアセンター対応マニュアル
○ボランティア対応マニュアル
　 　　・ ボランティアが個人で用意するもの

○被災者対応マニュアル
〇企業・団体等からの物資提供対応マニュアル
資料５　記者発表、Webマニュアル

資料６　関係機関連絡表
１　災害対策本部連絡先
２　市町村防災担当課・災害ボランティア担当課連絡先
３　市町村災害ボランティアセンター連絡先
４　愛知県・市町村社会福祉協議会連絡先一覧
５　愛知県各機関連絡先

（本庁、県民事務所、保健所、農林水産事務所、建設事務所）
６　県内各市町村等の消防機関
７　名古屋市等保健所連絡先（名古屋市、豊橋市、岡崎市及び豊田市保健所）
８　愛知県警察署連絡先
９　県内医師会一覧
10　国の機関等の連絡先
（国の機関、電力会社、鉄道会社、ガス会社、マスコミ各社）　
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